
【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成22年８月６日

【四半期会計期間】 第80期第１四半期（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

【会社名】 株式会社錢高組

【英訳名】 THE ZENITAKA CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長兼社長　　銭高　善雄

【本店の所在の場所】 大阪市西区西本町二丁目２番11号

【電話番号】 06(6531)6431（代表）

【事務連絡者氏名】 総合支援本部財務部長　　中元　慎二

【最寄りの連絡場所】 大阪市西区西本町二丁目２番11号

【電話番号】 06(6531)6431（代表）

【事務連絡者氏名】 総合支援本部財務部長　　中元　慎二

【縦覧に供する場所】 株式会社錢高組　東京支社

（東京都千代田区一番町31番地）

株式会社錢高組　名古屋支店

（名古屋市中区丸の内一丁目14番13号）

株式会社錢高組　九州支店

（福岡市博多区店屋町２番16号）

株式会社錢高組　千葉支店

（千葉市中央区今井一丁目12番８号）

株式会社錢高組　神戸支店

（神戸市中央区北長狭通四丁目９番26号）

株式会社大阪証券取引所

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号）

EDINET提出書類

株式会社錢高組(E00069)

四半期報告書

 1/22



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第79期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第80期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第79期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 34,201 24,374 172,643

経常利益又は経常損失（△）　（百万円） 957 △1,631 416

四半期（当期）純利益又は

四半期純損失（△）（百万円）
924 △1,821 795

純資産額（百万円） 33,500 28,826 33,211

総資産額（百万円） 223,398 168,243 179,674

１株当たり純資産額（円） 465.97 400.98 461.97

１株当たり四半期（当期）純利益又は四半期純損失（△）（円） 12.86 △25.34 11.06

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益（円） － － －

自己資本比率（％） 15.0 17.1 18.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
16,134 9,644 13,591

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
33 6 △472

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△5,008 △411 △6,722

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） 39,636 44,005 34,898

従業員数（人） 1,425 1,342 1,392

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。　

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第79期及び第79期第１四半期連結累計（会

計）期間については潜在株式がないため、第80期第１四半期連結累計（会計）期間は潜在株式がなく、また、

四半期純損失のため記載していない。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 1,342(144)

　（注）１．従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除く。）である。

２．臨時従業員数は(　)内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載している。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 1,337(144)

　（注）１．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除く。）である。

２．臨時従業員数は(　)内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載している。
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第２【事業の状況】

「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

報告セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

建設事業（百万円） 12,474 －

(2) 売上実績

報告セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

建設事業（百万円） 23,951 －

不動産事業（百万円） 423 －

合計（百万円） 24,374 －

　（注）１．当社グループでは建設事業以外は受注生産を行っていない。

２．当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載していない。

３．売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は次のとおりである。

前第１四半期連結会計期間

　建設事業　　新三郷デベロップメント・スリー特定目的会社　　　4,720百万円　　　13.8%

(3) 売上にかかる季節的変動について

建設事業においては、工事の完成引渡し時期が第４四半期連結会計期間に集中する傾向があるため、第４四半期

連結会計期間の工事進捗率が高くなることにより、売上高は通期の業績に対し第１四半期連結会計期間の割合が低

くなるといった季節的変動がある。

なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりである。

建設事業における受注工事高及び完成工事高の状況

①　受注工事高、完成工事高及び繰越工事高

期別 区分
期首繰越
工事高
（百万円）

期中受注
工事高
（百万円）

計

（百万円）

期中完成
工事高　
（百万円）

期末繰越
工事高　
（百万円）

前第１四半期累計期間

（自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日）

建築工事 123,410 8,608 132,01927,372104,646

土木工事 87,603 4,950 92,554 4,501 88,052

計 211,01413,558224,57331,874192,698

当第１四半期累計期間

（自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日）

建築工事 93,626 11,168104,79416,498 88,295

土木工事 69,883 1,306 71,190 7,452 63,737

計 163,50912,474175,98423,951152,033

前事業年度

（自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日）

建築工事 123,41087,633211,044117,41793,626

土木工事 87,603 33,806121,41051,526 69,883

計 211,014121,439332,454168,944163,509

　（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合、期中受注工事高にその増減

額を含む。従って、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。

２．期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）である。

EDINET提出書類

株式会社錢高組(E00069)

四半期報告書

 4/22



②　受注工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

前第１四半期会計期間

（自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日）

建築工事 1,048 7,559 8,608

土木工事 3,642 1,307 4,950

計 4,690 8,867 13,558

当第１四半期会計期間

（自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日）

建築工事 1,421 9,746 11,168

土木工事 422 883 1,306

計 1,844 10,630 12,474

③　完成工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

前第１四半期会計期間

（自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日）

建築工事 2,933 24,439 27,372

土木工事 3,376 1,124 4,501

計 6,310 25,564 31,874

当第１四半期会計期間

（自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日）

建築工事 3,631 12,867 16,498

土木工事 6,108 1,343 7,452

計 9,740 14,210 23,951

（注） 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は次のとおりである。

前第１四半期会計期間

新三郷デベロップメント・スリー特定目的会社　　　4,720百万円　　　14.8%

④　繰越工事高（平成22年６月30日現在）

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

建築工事 17,489 70,806 88,295

土木工事 54,844 8,892 63,737

計 72,334 79,699 152,033

２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。
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３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結会計期間における建設市場は、前期に引き続き公共投資は減少を続け、また、民間設備投資は依

然低水準のまま回復する兆しもなく、厳しい状況で推移した。

このような状況のもと、当第１四半期連結会計期間の業績は次のとおりとなった。

売上高については、建設事業23,951百万円に不動産事業423百万円を加えた24,374百万円（前年同四半期比

28.7％減）となった。利益面については、営業損失は1,768百万円（前年同四半期は842百万円の営業利益）、経常損

失は1,631百万円（前年同四半期は957百万円の経常利益）、四半期純損失は1,821百万円（前年同四半期は924百万

円の四半期純利益）となった。

セグメントの業績は次のとおりである。

（建設事業）

受注工事高は、建築工事11,168百万円、土木工事1,306百万円の合計12,474百万円となり、完成工事高は、建築工

事16,498百万円、土木工事7,452百万円の合計23,951百万円、営業損失は1,873百万円である。

（不動産事業）

売上高は423百万円、営業利益は224百万円である。

なお、当第１四半期連結会計期間末の財政状態は次のとおりである。

資産の部は、前連結会計年度末比11,431百万円減(6.4％減)の168,243百万円である。

その内訳は、流動資産については、前連結会計年度末比7,664百万円減(6.2％減)の115,919百万円、固定資産につ

いては、前連結会計年度末比3,766百万円減(6.7％減)の52,323百万円である。

負債の部は、前連結会計年度末比7,046百万円減(4.8％減)の139,416百万円である。

その内訳は、流動負債については、前連結会計年度末比5,323百万円減(4.8％減)の106,031百万円、固定負債につ

いては、前連結会計年度末比1,723百万円減(4.9％減)の33,385百万円である。

純資産の部は、前連結会計年度末比4,384百万円減(13.2％減)の28,826百万円である。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、44,005百万円（前年同四半期は39,636百万

円）となった。その内訳として、営業活動によるキャッシュ・フローは、9,644百万円の収入超過（前年同四半期は

16,134百万円の収入超過）、投資活動によるキャッシュ・フローは、6百万円の収入超過（前年同四半期は33百万円

の収入超過）、財務活動によるキャッシュ・フローは、411百万円の支出超過（前年同四半期は5,008百万円の支出

超過）である。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間における研究開発費は82百万円である。

（建設事業）

  当第１四半期連結会計期間において、研究開発活動に重要な変更はない。

（不動産事業）　

  研究開発活動は特段行われていない。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

(2）設備の新設、除却等の計画

特記事項なし。

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

 ①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）
普通株式 190,000,000
計 190,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株） 
（平成22年８月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 73,531,406 73,531,406
株式会社大阪証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 73,531,406 73,531,406 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項なし。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金　
増減額　　　
（百万円）

資本準備金　
残高　　　（百
万円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 73,531,406 － 3,695 － 522

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握していない。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしている。　

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    1,640,000 － 単元株式数　1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式   71,759,000 71,759 同上

単元未満株式 普通株式      132,406 － －

発行済株式総数 73,531,406 － －

総株主の議決権 － 71,759 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれている。また、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権に係る議決権の数１個が含まれている。

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社錢高組
大阪市西区西本町

二丁目２番11号
1,640,000－ 1,640,0002.23

計 － 1,640,000－ 1,640,0002.23
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 158 154 146

最低（円） 146 142 134

　（注）　株式会社大阪証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載した。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載している。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、並びに、当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び

当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、東

陽監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 44,005 34,898

受取手形・完成工事未収入金等 30,444 45,474

未成工事支出金 ※1
 34,199

※1
 33,685

販売用不動産 151 191

その他 7,141 9,354

貸倒引当金 △23 △20

流動資産合計 115,919 123,583

固定資産

有形固定資産

土地 13,253 13,253

その他（純額） ※2
 5,011

※2
 5,082

有形固定資産合計 18,264 18,335

無形固定資産 41 43

投資その他の資産

投資有価証券 32,762 36,465

その他 2,850 2,842

貸倒引当金 △1,594 △1,596

投資その他の資産合計 34,018 37,711

固定資産合計 52,323 56,090

資産合計 168,243 179,674
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 32,232 42,521

短期借入金 ※3
 20,932

※3
 20,932

1年内償還予定の社債 5,662 5,662

未払法人税等 44 102

未成工事受入金 38,660 32,973

完成工事補償引当金 117 122

賞与引当金 647 507

工事損失引当金 ※1
 5,394

※1
 4,952

その他 2,341 3,580

流動負債合計 106,031 111,354

固定負債

社債 12,075 12,075

長期借入金 5,990 6,035

繰延税金負債 6,940 8,376

退職給付引当金 6,466 6,719

役員退職慰労引当金 178 183

その他 1,733 1,718

固定負債合計 33,385 35,108

負債合計 139,416 146,463

純資産の部

株主資本

資本金 3,695 3,695

資本剰余金 522 522

利益剰余金 15,235 17,416

自己株式 △405 △405

株主資本合計 19,048 21,229

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 10,061 12,212

繰延ヘッジ損益 △0 2

為替換算調整勘定 △281 △232

評価・換算差額等合計 9,778 11,982

純資産合計 28,826 33,211

負債純資産合計 168,243 179,674
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高

完成工事高 31,874 23,951

不動産事業等売上高 2,327 423

売上高合計 34,201 24,374

売上原価

完成工事原価 31,141 24,128

不動産事業等売上原価 218 180

売上原価合計 31,360 24,308

売上総利益

完成工事総利益又は完成工事総損失（△） 732 △177

不動産事業等総利益 2,109 243

売上総利益合計 2,841 65

販売費及び一般管理費 ※1
 1,999

※1
 1,834

営業利益又は営業損失（△） 842 △1,768

営業外収益

受取利息 15 14

受取配当金 305 341

その他 57 72

営業外収益合計 378 427

営業外費用

支払利息 194 168

為替差損 － 91

その他 69 30

営業外費用合計 263 290

経常利益又は経常損失（△） 957 △1,631

特別利益

前期損益修正益 9 4

貸倒引当金戻入額 4 3

その他 15 1

特別利益合計 29 9

特別損失

前期損益修正損 1 19

投資有価証券評価損 － 121

その他 2 35

特別損失合計 4 175

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

983 △1,797

法人税、住民税及び事業税 61 26

法人税等調整額 △2 △2

法人税等合計 58 23

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △1,821

少数株主利益 － －

四半期純利益又は四半期純損失（△） 924 △1,821
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

983 △1,797

減価償却費 100 97

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 27

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10 △0

工事損失引当金の増減額（△は減少） 109 441

退職給付引当金の増減額（△は減少） △160 △252

受取利息及び受取配当金 △320 △355

支払利息 194 168

投資有価証券売却損益（△は益） △4 －

投資有価証券評価損益（△は益） 0 121

売上債権の増減額（△は増加） 8,462 15,030

未成工事支出金の増減額（△は増加） △7,522 △514

販売用不動産の増減額（△は増加） 60 40

仕入債務の増減額（△は減少） △1,767 △10,294

未成工事受入金の増減額（△は減少） 17,835 5,687

その他 △1,889 1,081

小計 16,071 9,482

利息及び配当金の受取額 317 349

利息の支払額 △128 △101

法人税等の支払額 △125 △84

営業活動によるキャッシュ・フロー 16,134 9,644

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △6 △1

投資有価証券の取得による支出 △2 △2

投資有価証券の売却による収入 11 －

貸付金の回収による収入 36 20

その他 △4 △10

投資活動によるキャッシュ・フロー 33 6

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △4,600 －

長期借入金の返済による支出 △45 △45

配当金の支払額 △359 △359

自己株式の取得による支出 △0 △0

その他 △4 △6

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,008 △411

現金及び現金同等物に係る換算差額 2 △132

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 11,161 9,107

現金及び現金同等物の期首残高 28,474 34,898

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 39,636

※1
 44,005
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　

会計処理基準に関する事

項の変更

「資産除去債務に関する会計基準」の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準

第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用している。

これによる四半期連結財務諸表に与える影響は軽微である。

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　

（四半期連結損益計算書）

前第１四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示していた「為替差損」は営業外費用総

額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記している。なお、前第１四半期連結累計期間の営

業外費用の「その他」に含まれる「為替差損」は36百万円である。　

前第１四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示していた「投資有価証券評価損」は特別

損失総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記している。なお、前第１四半期連結累計期

間の特別損失の「その他」に含まれる「投資有価証券評価損」は０百万円である。

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目を表示している。

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 一般債権の貸倒見積高の算定については、前連結会計年度末に算定したも

のと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度決算において算定

した貸倒実績率等を使用している。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積りを考慮した予算を策定

しているため、当該予算に基づく年間償却予定額を期間按分して算定してい

る。

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法　

法人税等の納付税額の算定に関して、加味する加減算項目や税額控除項目

を重要なものに限定する方法によっている。また、繰延税金資産の回収可能

性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等

の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度決算にお

いて使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法に

よっている。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項なし。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示し

ている。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成

工事支出金の額は18,006百万円である。

　

※１　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示し

ている。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成

工事支出金の額は18,462百万円である。

※２　有形固定資産減価償却累計額 11,929百万円

　

※２　有形固定資産減価償却累計額 11,829百万円

　

※３　当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行20行と当座貸越契約及び取

引銀行９行と貸出コミットメント契約を締結してい

る。これらの契約に基づく当四半期連結会計期間末に

おける当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借

入未実行残高等は次のとおりである。

　

※３　当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行21行と当座貸越契約及び取

引銀行９行と貸出コミットメント契約を締結してい

る。これらの契約に基づく当連結会計年度末における

当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入未実

行残高等は次のとおりである。

　

当座貸越極度額 47,340百万円

借入実行残高 19,570 

差引額 27,770 

　

当座貸越極度額 47,340百万円

借入実行残高 19,570 

差引額 27,770 

　

貸出コミットメントの総額 10,000百万円

借入実行残高 －  

差引額 10,000 

　

貸出コミットメントの総額 10,000百万円

借入実行残高 －  

差引額 10,000 

　４　保証債務

一括支払信託債務に対して保証を行っている。

　４　保証債務

一括支払信託債務に対して保証を行っている。

コウトク商事株式会社 1,051百万円

計 1,051 

　

コウトク商事株式会社 861百万円

計 861 

 

なお、保証予約等はない。

　

なお、保証予約等はない。

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりである。 ※１　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりである。

従業員給料手当 749百万円

賞与引当金繰入額 100 

退職給付引当金繰入額 59 

　

従業員給料手当 711百万円

賞与引当金繰入額 50 

退職給付引当金繰入額 57 

　

　２　当社グループの売上高は、契約により工事の完成引渡

しが第４四半期連結会計期間に集中しているため、第

１四半期から第３四半期までの連結累計期間における

売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著

しく多くなるといった季節的変動がある。

　２　当社グループの売上高は、工事の完成引渡し時期が第

４四半期連結会計期間に集中する傾向があるため、第

４四半期連結会計期間の工事進捗率が高くなることに

より、売上高は通期の業績に対し第１四半期連結会計

期間の割合が低くなるといった季節的変動がある。

EDINET提出書類

株式会社錢高組(E00069)

四半期報告書

16/22



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年６月30日現在）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成22年６月30日現在）

現金預金勘定 39,636百万円

現金及び現金同等物 39,636 

現金預金勘定 44,005百万円

現金及び現金同等物 44,005 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　　　　　　　73,531千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　　　　 　　　1,640千株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項なし。

４．配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 359 5.0平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
建設事業
（百万円）

不動産事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 31,874 2,327 34,201 － 34,201

営業利益又は営業損失（△） △1,145 2,090 944 (101) 842

　（注）１．事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。

２．各区分に属する主要な事業の内容

建設事業　：土木・建築その他建設工事全般に関する事業

不動産事業：不動産の売買、賃貸、仲介等に関する事業
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【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略した。

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略した。

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。

当社は、本社にて事業内容に基づいた国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開している。

したがって、当社は、事業内容を基礎としたセグメントから構成されており、「建設事業」及び「不動産事

業」の２つを報告セグメントとしている。

「建設事業」は土木・建築その他建設工事全般に関する事業を行い、「不動産事業」は不動産の売買、賃

貸、仲介等に関する事業を行っている。

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

（単位：百万円）

　 建設事業 不動産事業 合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２
　

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 23,951 423 24,374 － 24,374

セグメント間の内部売上高又は振替高　 － － － － －

計 23,951 423 24,374 － 24,374

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
△1,873 224 △1,649 △119 △1,768

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△119百万円は、主に提出会社本社の管理部

門に係る費用である。

　　　２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行ってい

る。 

（追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第20号　平成20年３月21日）を適用している。

（有価証券関係）

特記事項なし。

（デリバティブ取引関係）

特記事項なし。
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（資産除去債務関係）

当社は、一部の建物において、不動産賃貸借契約に基づく退去時の原状回復に係る債務を有しているが、当該資産

に関する使用期間が明確でなく、移転等の予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができない。

そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していない。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 400.98円 １株当たり純資産額 461.97円

２．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失（△）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益 12.86円 １株当たり四半期純損失（△） △25.34円

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、前第１四半期連結累計期間は潜在株式がないため、当第

１四半期連結累計期間は潜在株式がなく、また、１株当たり四半期純損失であるため記載していない。

　２．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 924 △1,821

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
924 △1,821

普通株式の期中平均株式数（千株） 71,894 71,890

（重要な後発事象）

該当事項なし。

２【その他】

該当事項なし。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月５日

株式会社錢高組

取締役会　御中

東陽監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 勝野　成紀　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 髙橋　敏則　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 清水　和也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社錢高組の平

成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社錢高組及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月５日

株式会社錢高組

取締役会　御中

東陽監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 勝野　成紀　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 髙橋　敏則　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 清水　和也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社錢高組の平

成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社錢高組及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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